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県債残高

（億円）

＜県債残高及び公債費（元金）の推移＞

転貸債（復興基金分)

臨時財政対策債

通常債

公債費（元金）

（年度）  
（注1） 一般会計決算額で、特定資金公共投資事業債分を除きます。 
（注2） 転貸債は、復興基金の造成に必要な資金を(財)能登半島地震復興基金に貸し付けるために 

発行したものです。 
（注3） 公債費（元金）は、借換債、繰上償還及び転貸債（復興基金分）を除きます。 

 
 

石川県

全国順位

平成２３年度末県債残高
標準財政規模

　　３．９８倍 　　　５位 　　３．２４倍

区　　分

(注１)　全国順位は高い方からの順位です。

(注２)　転貸債（被災中小企業復興支援基金分）を除きます。

全国平均

 

 

県民１人当たり県債残高  ２７６，７０７円 １，０５０，２２５円    ２７９．５％

県民１人当たり公債費 ３３，８２４円 ７８，１２４円 １３１．０％

（注）　県民１人当たり公債費は、借換債充当公債費、特定資金公共投資事業債及び繰上償還を

　　　除いたものです。

伸　率平成２４年度区　　分 平成３年度
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平成 24 年 10 月 1 日 ～ 平成 25 年 3 月 31 日 
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平成 24 年 11 月 21 日付けの知事専決により、第 46回衆議院議員総選挙関係の予算の補正を行い

ました。 

 

 

� �� �����   ����� ���  ��������� ����� ��� 
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職員費については、職員数の削減等に伴う減額整理を行い、公共投資については、国の経済危機

対応・地域活性化予備費を活用するなど積極的に事業量を確保したほか、小松・台北便デイリー化

への対応など、この時期に対応しておかなければ時機を逸するものについて、補正を行いました。 

また、歳入面では、職員費の減額に伴い財政調整基金の取り崩しを 5億円取り止めることとしま

した。 

○ 職員数削減等に伴う職員費の減 

○ 公共投資の追加（道路・河川の整備、通学路の安全対策、農林水産生産基盤の整備など） 

○ 小松・台北便デイリー化に対応した利用促進（キャンペーンの実施など） 

○ 金沢港大型クルーズ船入港に対応した大浜岸壁の機能強化 

○ 能登有料道路無料化に向けた準備（案内標識変更、料金所撤去など）  

○ 世界農業遺産国際会議の開催準備  

○ 公共工事の通年施工対策（ゼロ県債、繰越明許費の早期設定）    

 

 

� � � � � �����        ������ ���   ���������   ��� ��� 

国の大型補正予算に対応する第 1 次 3 月補正予算については、平成 25 年度実質当初予算として

平成 25 年度当初予算と一体的に編成しました。 
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県税

19.9%

諸収入

7.8%

繰入金 2.9%

地方交付税

23.0%

県債

22.6%

自主財源

36.6%

依存財源

63.4%

一般会計

最終予算
5,911億円

分担金及び負担金 0.9％
使用料及び手数料 0.8％

財 産 収 入 0.2％

繰 越 金 0.1％
寄 附 金 0.0％

地方譲与税 2.9％
地方特例交付金 0.1％

交通安全対策特別交付金

0.1％

地方交付税

23.0%

県税

19.9%県債

22.6%

一般財源

49.9%

特定財源

50.1%

一般会計

最終予算
5,911億円

分担金及び負担金 0.9％

使用料及び手数料 0.8％

財 産 収 入 0.2％
寄 附 金 0.0％

地方譲与税 2.9％

地方特例交付金 0.1％

交通安全対策特別交付金 0.1％
繰 越 金 0.1％

繰 入 金 2.9％

地方消費税清算金 3.9％

国庫支出金
14.8％

地方消費税清算金 3.9％

国庫支出金
14.8％

諸収入
7.8％

＜最終予算の状況＞ 
 △印減(単位：百万円、％）

平成23年度

H24.10.2 下半期 最終予算額 最終予算額 （Ａ)-(Ｂ)

現在予算額 補正額 （Ａ） （Ｂ） (Ｂ)

(注）　借換債充当公債費及び公債管理特別会計を除いたものです。

35,713

平 成 24 年 度 増　　減

額（Ａ)-(Ｂ) 率
区　分

一般会計

特別会計

事業会計

591,380

618,529 52,882 671,411

△ 0.0

76.5

合　計

535,338 55,776 591,114

47,478 25,771

36,101

653,252

△ 898 34,815

△ 1,996 45,482

△ 3.6

2.8

△ 266

19,711

△ 1,286

18,159

 
 
 
歳入最終予算（一般会計）の状況 
 

＜自主財源・依存財源別内訳＞        ＜一般財源・特定財源別内訳＞ 
                           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。 
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(単位：百万円）

12月補正 3月補正

68,498 1,599 66,899 62,866

一 般 公 共 事 業 60,333 899 59,434 55,601

国庫補助建設事業 2,651 2,651 2,577

一 般 単 独 事 業 4,683 700 3,983 3,963

災 害 復 旧 事 業 713 713 632

受 託 事 業 78 78 53

一 般 行 政 経 費 40 40 40

423 423 423

68,921 1,599 67,322 63,289

27,214 1,650 25,564 21,978

(注) 表は端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

繰越明許費 繰越額
計上時期

会 計 区 分

平 成 23 年 度

合 計

特 別 会 計

一 般 会 計

 
 

 
 
  ��事業����������� 

 

   ○ 地方道改築事業 

   ○ 広域河川改修事業 

   ○ 道路災害防除事業 

   ○ 雪寒地域道路事業 

   ○ 北陸新幹線建設事業 

 

 

 
○ 平成 24年度は、一般会計と特別会計を合わせ、632 億円余を平成 25年度へ繰り越しました。 

 繰越額の大幅増については、国の補正予算に対応する第 1 次 3 月補正予算において追加計上した

公共投資の大部分が繰越しとなったことによるものです。 
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・全体では、「食費・光熱水費」や「介護費・医療費」、「ローン返済」といった、簡単には減

らせない経費が全体の約6割を占めています。 

・「介護費・医療費」については、高齢化の進行に伴い46万円から57万円へと大きく増加してい

ます。最近では年2～4万円ペースで増加しており、家計を圧迫する大きな要因となっています。 
・「教育費などその他の生活費」については、108万円から124万円に増加していますが、新幹線

開業ＰＲ推進ファンド創設などの臨時的経費を除けば、5年前と同額となります。 
 
 

・「給料」は、平成20年度のリーマンショックなどによる景気後退もあり、303万円から283万円

と大きく減少しています。 

・不足額については、「貯金の引出」で埋めており、貯金残高は、平成15年度末には、今のおよ

そ倍の60万円でしたが、平成16年度の三位一体改革により、地方交付税が削減され、いしかわ

家でいえば20万円を超える給料が削減されました。その影響により、貯金の引出を余儀なくさ

れる厳しい家計状況が続き、貯金残高は平成24年度末には34万円にまで減少しています。 
 
 

・「住宅ローン」が870万円と大きな額となっているのは、家の増改築や車購入、すなわち公共投

資などのハード事業について、国の経済対策に呼応して積極的に実施し、県債発行が多くなっ

たためです。 

・「その他のローン」、すなわち臨時財政対策債については、国の財源不足のため平成13年度か

ら発行しており、毎年残高が増え続けています。この結果、県債残高全体は平成14年度に１兆

円、いしかわ家のローン残高全体では1千万円を突破し、平成24年度末には1,222万円になって

います。 

 
 

・いつまでも貯金に頼る生活はできないことから、いしかわ家では支出の見直しに取り組んでき

ました。具体的には、「食費・光熱水費」、すなわち職員費を見直し、5年間で159万円から141

万円と大きく減らしています。 

・ローン残高を減らすためには、「ローン借入」を減らしていく必要があり、家の増改築や車購

入、すなわち公共投資などのハード事業を抑制し、104万円から85万円に減らしています。 
・これまで、「ローン返済」を着実に進め、住宅ローン残高については、944万円から870 万円と

大きく減らしてきました。その一方、総額は1,150 万円から1,222万円に増えていますが、これ

はその他ローン残高の増加によるものです。その他のローン、すなわち臨時財政対策債につい

ては、将来、国から地方交付税として返してもらえるため、県では、これを除く県債残高を前

年度以下に抑制することを目標とし、平成15～24年度まで10年連続で達成しました。 

 
 

・平成25年度は貯金の引出に頼らない見込みでしたが、給料、すなわち地方交付税が削減された

ことにより、やむなく貯金を引き出すことにしました。今後は貯金の引出に頼らない生活にと

どまらず、貯金を積み増すなど、将来の備えにも努めることとしています。 

�出の���

�入の���

�出の����

貯金���な���������

ローン���
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○ さる4月12日に県民参加型市場公募債「第11回ふるさといしかわ債」を発行しました。 
 
○ 「ふるさといしかわ債」は、県債がどのような事業の財源に使われているかを明確にした 

上で、県民の皆様に購入いただくことにより、県政への関心を高め、積極的な参加を促す 
とともに資金調達の多様化を図ることを目的としています。 

 
○ 第11回は、前回同様、県立学校の校舎改築などの整備及び交流人口の増加など大きな経済効

果が期待される北陸新幹線の整備を対象として、20億円（１口10万円で１人30口まで）を発

行しました。 
 
○ 今後も発行していく予定ですので、その際には「ふるさといしかわ債」の購入を通じて郷 

 土いしかわのふるさとづくりに積極的にご参加ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いしかわの未来を担う子どもたちの教育の場      北陸新幹線開業に向け整備が進む金沢駅周辺 

（金沢商業高校） 

 
新幹線開業ＰＲの取り組みを支える財源確保に向け、120億円規模の新幹線開業ＰＲ推進

ファンドを創設することとしており、そのうち40億円を「ふるさといしかわ債」として募集

する予定です。 

ファンドの運用益については、新幹線開業ＰＲ戦略実行プランに関する事業の財源として 

 活用します。県民や企業の皆様方にもご協力いただき、北陸新幹線金沢開業に向け、官民一 

体となった取り組みを進めていきます。  

 � ��や�������については、�定��、県������な�でお���します。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

��������� 

お��� ������� ����������������������� 
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     △印減 (単位：千円、％)

実 質 当 初 （参考） (参考)

予 算 額 当 初 予 算 額 率

      Ａ　       Ｂ　       Ｃ A-C (A-C)/C (B-C)/C

１ 県 税 115,700,000 21.1 115,700,000 23.2 109,700,000 20.9 6,000,000 5.5 5.5

2 地 方 消 費 税 清 算 金 22,500,000 4.1 22,500,000 4.5 23,000,000 4.4 △ 500,000 △ 2.2 △ 2.2

3 地 方 譲 与 税 17,200,000 3.1 17,200,000 3.4 16,100,000 3.1 1,100,000 6.8 6.8

4 地 方 特 例 交 付 金 400,000 0.1 400,000 0.1 400,000 0.1 － － －

5 地 方 交 付 税 127,000,000 23.2 127,000,000 25.4 133,000,000 25.4 △ 6,000,000 △ 4.5 △ 4.5

6 交通安全対策特別交付金 380,000 0.1 380,000 0.1 390,000 0.1 △ 10,000 △ 2.6 △ 2.6

7 分 担 金 及 び 負 担 金 4,547,895 0.8 3,035,268 0.6 3,458,521 0.6 1,089,374 31.5 △ 12.2

8 使 用 料 及 び 手 数 料 5,060,007 0.9 5,060,007 1.0 5,113,900 1.0 △ 53,893 △ 1.1 △ 1.1

9 国 庫 支 出 金 78,845,863 14.4 49,748,197 10.0 51,817,006 9.9 27,028,857 52.2 △ 4.0

10 財 産 収 入 688,787 0.1 688,787 0.1 712,286 0.1 △ 23,499 △ 3.3 △ 3.3

11 寄 附 金 12,500 0.0 12,500 0.0 4,000 0.0 8,500 212.5 212.5

12 繰 入 金 27,875,819 5.1 27,875,819 5.6 21,380,699 4.1 6,495,120 30.4 30.4

13 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 1 0.0 － － －

14 諸 収 入 42,451,289 7.8 43,223,421 8.7 49,206,587 9.4 △ 6,755,298 △ 13.7 △ 12.2

15 県 債 105,174,000 19.2 86,249,000 17.3 109,314,000 20.9 △ 4,140,000 △ 3.8 △ 21.1

通 常 債 62,674,000 11.4 43,749,000 8.8 41,814,000 8.0 20,860,000 49.9 4.6

転 貸 債 （ 復 興 基 金 ） － － 25,000,000 4.8 △ 25,000,000 皆減 皆減

臨 時 財 政 対 策 債 42,500,000 7.8 42,500,000 8.5 42,500,000 8.1 － － －

合    　    計 547,836,161 100.0 499,073,000 100.0 523,597,000 100.0 24,239,161 4.6 △ 4.7

自 主 財 源

(1,2,7,8,10,11,12,13,14)

依 存 財 源

区 (3,4,5,6,9,15)

一 般 財 源

(1,2,3,4,5,6,13)

特 定 財 源

分 (7,8,9,10,11,12,14,15)

実 質 県 税 137,700,000 25.1 137,700,000 27.6 130,900,000 25.0 6,800,000 5.2 5.2

実 質 交 付 税 169,500,000 30.9 169,500,000 34.0 175,500,000 33.5 △ 6,000,000 △ 3.4 △ 3.4

（注）１　実質県税は、県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたものです。

　　　２　実質交付税は、地方交付税に県債のうち臨時財政対策債を加えたものです。

　　　３　平成25年度実質当初予算は、平成24年度第1次3月補正予算を含んだものです。

構 成 比

9.8

6,260,304

17,978,857

212,575,994 40.6

311,021,006 59.4

215,892,999 43.3

第２�　平成25年度一般�計歳入�別予算額�

平成25年度 平成24年度

区　　　分

増　　　減

218,836,298 39.9

264,656,160 48.3

328,999,863 60.1

283,180,001 51.7

△ 10.4

43.7

280,977,197 56.3

283,180,001 56.7

218,095,803

590,000

46.0241,006,999

2.6

△ 9.7

0.2

構 成 比

2.9

5.8

0.2

当 初 予 算 額 構 成 比

282,590,001 54.0

額 率

23,649,161
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△印減（単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 額 率

       Ａ　　       Ｂ　　     Ａ－Ｂ (A-B)/B

１ 44,650,100 38.5 43,038,100 39.2 1,612,000 3.7

個 人 37,407,100 32.3 36,571,100 33.3 836,000 2.3

法 人 6,170,000 5.3 5,457,000 5.0 713,000 13.1

利 子 割 1,073,000 0.9 1,010,000 0.9 63,000 6.2

２ 19,817,000 17.1 16,278,000 14.9 3,539,000 21.7

個 人 1,087,000 0.9 1,035,000 1.0 52,000 5.0

法 人 18,730,000 16.2 15,243,000 13.9 3,487,000 22.9

３ 16,160,000 14.0 15,700,000 14.3 460,000 2.9

譲 渡 割 15,200,000 13.2 14,900,000 13.6 300,000 2.0

貨 物 割 960,000 0.8 800,000 0.7 160,000 20.0

４ 2,379,000 2.1 2,303,000 2.1 76,000 3.3

５ 1,479,000 1.3 2,342,000 2.1 △ 863,000 △ 36.8

６ 565,000 0.5 586,000 0.5 △ 21,000 △ 3.6

７ 2,019,000 1.7 1,923,000 1.8 96,000 5.0

８ 10,016,000 8.7 9,655,000 8.8 361,000 3.7

９ 17,832,000 15.4 17,862,000 16.3 △ 30,000 △ 0.2

10 700 0.0 700 0.0 － －

11 12,000 0.0 12,000 0.0 － －

12 770,000 0.7 － － 770,000 皆増

13

115,700,000 100.0 109,700,000 100.0 6,000,000 5.5

137,700,000 － 130,900,000 － 6,800,000 5.2

（注）実質県税は、県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたものです。

�５�　平成25年度県税��予算額�

平成25年度 平成24年度 増　減

区　　　分

県 民 税

事 業 税

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

県 た ば こ 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

自 動 車 取 得 税

－ －

軽 油 引 取 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩 猟 税

核 燃 料 税

旧 法 に よ る 税

（ 特 別 地 方 消 費 税 ）

県 税 合 計

実 質 県 税

200 0.0 200 0.0
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△印減（単位：千円、％）

知 事 専 決 第4回定例会 知 事 専 決 知 事 専 決

 H24.11.21 H24.12.19 H25.3.14 H25.3.21 H25.3.28 H25.3.29

１県 税 109,700,000 5,544,000 2,106,645 7,650,645 117,350,645 19.9

2 地方消費税清算金 23,000,000 229,352 229,352 23,229,352 3.9

3 地 方 譲 与 税 16,100,000 1,184,523 38,940 1,223,463 17,323,463 2.9

4 地 方 特 例 交 付 金 400,000 61,147 61,147 461,147 0.1

5 地 方 交 付 税 133,000,000 1,589,330 1,165,837 2,755,167 135,755,167 23.0

6 交通安全対策特別交付金 390,000 20,203 20,203 410,203 0.1

7 分担金及び負担金 3,687,803 410,844 1,512,627 △ 78,639 40,900 △ 60,255 1,825,477 5,513,280 0.9

8 使用料及び手数料 5,113,900 △ 76,438 △ 76,438 5,037,462 0.8

9 国 庫 支 出 金 55,296,859 687,710 3,029,635 29,097,666 △ 1,556,998 1,230,178 △ 188,984 32,299,207 87,596,066 14.8

10 財 産 収 入 712,286 726,878 726,878 1,439,164 0.2

11 寄 附 金 7,000 20,683 2,750 23,433 30,433 0.0

12 繰 入 金 24,416,630 △ 500,000 △ 3,684,416 △ 2,908,463 △ 7,092,879 17,323,751 2.9

13 繰 越 金 374,566 － 374,566 0.1

14 諸 収 入 49,525,865 161,586 △ 772,132 △ 2,780,422 △ 5,896 △ 176,673 △ 3,573,537 45,952,328 7.8

15 県 債 113,613,000 3,067,000 18,925,000 △ 3,244,000 956,000 19,704,000 133,317,000 22.6

通 常 債 46,113,000 3,067,000 18,925,000 △ 2,546,000 956,000 20,402,000 66,515,000 11.3

転貸債（復興基金） 25,000,000 － 25,000,000 4.2

臨 時 財 政 対 策 債 42,500,000 △ 698,000 △ 698,000 41,802,000 7.1

合    　    計 535,337,909 687,710 6,169,065 48,763,161 △ 2,065,000 2,221,182 55,776,118 591,114,027 100.0

自 主 財 源

(1,2,7,8,10,11,12,13,14)

区依 存 財 源

(3,4,5,6,9,15)

一 般 財 源

(1,2,3,4,5,6,13)

分特 定 財 源

(7,8,9,10,11,12,14,15)

実 質 県 税 130,900,000 6,694,101 2,106,645 8,800,746 139,700,746 23.6

（注）　実質県税は、県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたものです。

下半期における予算補正額

72,430

687,710

216,538,050 △ 1,035,996

第17�　�成24��一般会計歳入�別予算額�（最終予算）

最終予算額 構成比

56,063,187

区　　　分

35,004

計

63.41,035,996

740,495

第1回定例会

△ 99,002 △ 287,069

318,799,859 2,186,178

H24.10.2

現在予算額

216,250,981 36.6

282,964,566 294,904,543 49.9

2,221,182 43,836,141

11,939,977

48,022,666

252,373,343 48,763,161687,710 6,169,065 50.1296,209,484

6,096,635 △ 1,965,998

8,608,352 3,331,625

△ 3,331,625

374,863,046

△ 10,673,352
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△印減（単位：百万円、％）

Ｂ の う ち 予 算 現 額 に 平 成 23 年 度 対前年度増減率

平成25年度への 対する増 減額 決 算 額 Ｂ－Ｃ

 Ａ Ｂ 繰 越 額 Ｂ－Ａ Ｃ Ｃ

１ 県 税 117,351 119,698 4,747 2,347 116,058 3.1

2 地 方 消 費 税 清 算 金 23,229 23,229 23,238 0.0

3 地 方 譲 与 税 17,324 17,324 16,857 2.8

4 地 方 特 例 交 付 金 461 461 1,158 △ 60.2

5 地 方 交 付 税 135,755 135,755 137,294 △ 1.1

6 交通安 全対 策特 別交 付金 410 410 424 △ 3.3

7 分 担 金 及 び 負 担 金 5,963 3,823 307 △ 2,140 4,331 △ 11.7

8 使 用 料 及 び 手 数 料 5,038 5,048 10 5,127 △ 1.5

9 国 庫 支 出 金 93,639 62,757 △ 30,882 67,541 △ 7.1

10 財 産 収 入 1,439 1,443 4 1,296 11.3

11 寄 附 金 30 30 37 △ 18.9

12 繰 入 金 17,324 17,068 2,221 △ 256 27,957 △ 38.9

13 繰 越 金 6,482 6,482 6,304 2.8

14 諸 収 入 47,843 46,901 △ 942 92,001 △ 49.0

15 県 債 140,534 115,552 △ 24,982 102,386 12.9

通 常 債 98,732 73,750 △ 24,982 58,193 26.7

臨 時 財 政 対 策 債 41,802 41,802 44,193 △ 5.4

合    　    計 612,822 555,981 7,275 △ 56,841 602,009 △ 7.6

(注)１　予算現額には、前年度からの繰越額21,708百万円が含まれています。

　　２　予算現額に対する増減には、平成25年度への繰越しに係る分担金及び負担金の未収入額1,719百万円、国庫支出金の未収入額28,021百万円、

　　 　 諸収入の未収入額848百万円及び県債の未収入額24,976百万円が含まれています。

予算現額 決算見込額

�22�　平成24年度��会計�入�別決算見込額�

区　　　分

 
 

△印減（単位：百万円、％）

平成25年度への 平成23年度 対前年度増減率

繰 越 額 決 算 額 Ｂ－Ｄ

 Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｄ Ｄ

１ 議 会 費 1,161 1,151 10 1,198 △ 3.9

2 総 務 費 52,604 51,586 784 234 56,159 △ 8.1

3 企 画 県 民 文 化 費 41,421 38,451 2,893 77 16,119 138.5

4 健 康 福 祉 費 87,729 85,087 2,289 353 83,569 1.8

5 環 境 費 3,619 3,357 249 13 3,650 △ 8.0

6 商 工 観 光 労 働 費 33,778 33,646 132 37,445 △ 10.1

7 農 林 水 産 業 費 41,965 27,356 14,551 58 51,668 △ 47.1

8 土 木 費 117,843 76,607 41,107 129 68,649 11.6

9 警 察 費 24,443 24,193 89 161 25,977 △ 6.9

10 教 育 費 105,314 104,610 272 432 103,404 1.2

11 災 害 復 旧 費 2,894 2,235 632 27 1,336 67.3

12 公 債 費 99,865 99,677 188 145,979 △ 31.7

13 予 備 費 186 186

合    　    計 612,822 547,956 62,866 2,000 595,153 △ 7.9

(注) 　予算現額には、前年度からの繰越額21,708百万円が含まれています。

残 額

�23�　平成24年度��会計�出�別決算見込額�

区　　　分
予算現額 決算見込額
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(単位：千円、％)

平 成 24 年 度 末

現 在 高

(A) ＋ (B) － (C)

１ 795,836,890 43,109,000 60,760,520 778,185,370 60.6

土 木 512,053,997 30,697,000 40,758,678 501,992,319 39.1

農 林 水 産 93,083,036 3,554,000 9,119,064 87,517,972 6.8

教 育 44,926,324 2,208,000 3,014,384 44,119,940 3.4

公 営 住 宅 9,231,433 452,000 747,045 8,936,388 0.7

そ の 他 136,542,100 6,198,000 7,121,349 135,618,751 10.6

２ 12,715,590 541,000 2,283,270 10,973,320 0.9

土 木 11,422,321 473,000 2,071,803 9,823,518 0.8

農 林 水 産 1,030,305 67,000 164,675 932,630 0.1

そ の 他 262,964 1,000 46,792 217,172 0.0

３ 374,046,925 71,902,000 13,603,136 432,345,789 33.6

退 職 手 当 債 23,544,140 5,100,000 344,800 28,299,340 2.2

転 貸 債 24,120,116 25,000,000 665,438 48,454,678 3.8

臨 時 財 政 対 策 債 296,157,100 41,802,000 11,077,550 326,881,550 25.4

そ の 他 30,225,569 0 1,515,348 28,710,221 2.2

1,182,599,405 115,552,000 76,646,926 1,221,504,479 95.1

886,442,305 48,750,000 65,569,376 869,622,929 －

609,332 0 0 609,332 0.1

9,829,038 243,000 521,557 9,550,481 0.7

39,086,724 986,400 24,787,830 15,285,294 1.2

73,997 13,400 5,286 82,111 0.0

6,884,766 773,000 699,443 6,958,323 0.5

56,483,857 2,015,800 26,014,116 32,485,541 2.5

8,084,139 1,031,000 1,739,318 7,375,821 0.6

22,026,188 5,169,000 3,675,096 23,520,092 1.8

30,110,327 6,200,000 5,414,414 30,895,913 2.4

1,269,193,589 123,767,800 108,075,456 1,284,885,933 100.0

（注） １　借入額には、前年度からの繰越額 8,992,000 千円が含まれています。

２　臨時財政対策債とは、国の交付税特別会計の財源不足に対応するため、特例として地方が発行するいわゆる赤字地方債で、

　　その償還額全額が交付税で措置されるものです。

一

　

　

般

　

　

会

　

　

計

�28�　平成24年度末�債��別現在高�

平 成 23 年 度 末

現 在 高 (A) 借 入 額 (B) 償 還 額 (C)
構 成 比　区　　　　　　　　　分　

平成24年度における増減

病 院 事 業

災 害 復 旧 債

計

普 通 債

中 小 企 業 近 代 化 資 金

　合　             計　

　　計（臨時財政対策債及び

　　転貸債（復興基金分）除く）

就 農 支 援 資 金

そ の 他 債

計

特

別

会

計

母 子 寡 婦 福 祉 資 金

流 域 下 水 道

計

水 道 用 水 供 給 事 業

港 湾 整 備

事

業

会

計

　  （一般会計 7,217,000 千円、流域下水道特別会計 53,000 千円、水道用水供給事業会計 1,722,000千円）
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△印減

平成24年9月末 平成24年度下半期 平成25年3月末

現在高　　 Ａ  における増減  Ｂ 現在高　Ａ+Ｂ

土 地 63,332,659.10 ㎡ △48,739.78 ㎡ 63,283,919.32 ㎡

建 物 2,152,358.38 ㎡ 11,761.58 ㎡ 2,164,119.96 ㎡

立 木 2,705,655.18 ㎥ △0.78 ㎥ 2,705,654.40 ㎥  

動 産
4 隻

1 機

4 隻

1 機

船舶

航空機

物 権
7,131,788.00 ㎡

1 件

7,131,788.00 ㎡

1 件

地上権、地役権

温泉権

無 体 財 産 権 64 件 3 件 67 件
特許権、著作権、

育成者権、実用新案権

有 価 証 券 2,048,205,500 円 2,048,205,500 円

出 資 に よ る 権 利 55,709,244,793 円 △261,750,000 円 55,447,494,793 円

物 品 8,172 台･個 △6台・個 8,166 台･個

債 権 79,585,623,972 円 370,549,574 円 79,956,173,546 円

基 金 129,763,537,178 円 6,762,810,512 円 136,526,347,690 円

（注）平成24年度末現在における見込みです。

�31�　平成24年度�有財産の��

区　　　分 備　　　　考

 
 
 

�32�　平成24年度下半期資金繰���

△印減（単位：百万円）

区　　分
平成24年

9月末累計
10月 11月 12月

平成25年

1月
2月 3月 4月 5月 累   計

収 入 217,928 23,605 66,551 23,143 10,336 23,073 93,826 11,727 85,791 555,981

支 出 238,231 20,462 23,697 51,941 19,950 22,181 99,499 46,886 25,110 547,956

収 入 支 出 累計

差 引 残 高 A
△ 20,303 △ 17,160 25,695 △ 3,103 △ 12,716 △ 11,825 △ 17,498 △ 52,656 8,025 8,025

一 時 借 入 金

残 高 B

月 末 残 高
A+B

△ 20,303 △ 17,160 25,695 △ 3,103 △ 12,716 △ 11,825 △ 17,498 △ 52,656 8,025 8,025

（注）　月末現在高の不足額は、基金からの繰替運用などで補てんしています。  
 





『紙へリサイクル可』




